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3-1．子ども食堂から都市とコミュニティの現在を考える
──「これからの都市と居場所と協働を考える会」活動報告──
松村 淳
研究会開催概要
2017年 8月 5日（土）14 : 00～17 : 00 関西学院大学
上ケ原キャンパス先端社会研究所（社会学部棟 3 F）セミナールーム 1
1 本研究会の目的
ここ数年、子ども食堂というワードを頻繁に耳にするようになった。それは子どもの貧困と
いう「新しい社会問題」と共鳴しながら、子どもの貧困対策の一つというまなざしを向けられ
ている。しかし、その運営実態や、開設者の目的もさまざまである。子どもの貧困を救うため
に市民ができる小さな貢献として、子ども食堂を開設している者もいれば、子どもの貧困に資
する活動からは一線を画する開設者もいる。一方、都市やコミュニティをめぐる問題という視
角からみれば、子ども食堂の開設は脱埋め込みされたコミュニティを再埋め込みしていく試み
として把捉することも可能である。本研究会は、そうした多様な子ども食堂の実態について、
現場の運営者による実態報告に加えて、研究者による研究報告も行い、多面的に子ども食堂を
理解していくことが目的である。当日は、複数の子ども食堂運営者や研究者、西宮市市会議
員、会社員、大学生、高校生など、20名あまりの人々の参加があり、子ども食堂への関心の
高さを伺い知ることができた。
まず、立命館大学産業社会学部准教授の柏木智子氏に子ども食堂の現状と課題についての基
調レクチャーを行ってもらった。以下、柏木氏のレクチャーの概要を示しておく。
2 柏木氏レクチャー
2012年頃から「子ども食堂」が注目され始め、最近では、全国各地で「子ども食堂」が誕
生していることが述べられ、多種多様なネーミング（「子ども食堂」「〇〇カフェ」）に加えて、
運営形態も個人、夫婦、行政機関などさまざまである。またそれらをネットワーク化していく
動きもあり、いくつかの例が紹介された。こども食堂ネットワーク（東京）、兵庫子ども食堂
ネットワーク（フードバンク関西）などである。
そのような流行を見せつつある子ども食堂であるが、それが流行する理由について柏木氏は
以下のように整理している。一つ目は、日本の子どもの貧困率、そして高齢化社会の到来と
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「無縁社会」・孤独死・孤立・過疎化といった言葉に示される人と人のつながりの希薄さの実感
という「身体感覚」を伴う二つの問題が共有されているという。
二つ目は、その取り掛かりやすさである。いうまでもまく、子ども食堂は食の提供が中心で
ある。したがって日常生活の一部を少々敷衍すればよく、自宅でも十分に開催可能である。そ
れでは、子ども食堂は具体的にはどのような主体によって運営されているのだろうか。柏木氏
は以下のような運営主体を挙げている。地域住民、NPO 法人、民間福祉関連組織、行政（福
祉関連）、学校関係者、宗教関係者などである。また運営のために必要な「資源」として人、
モノ、金、場所、を挙げている。人はボランティアスタッフ、雇用スタッフの区別があり、行
政関係者の関わりも少なくない。モノ＝食材はフードバンク、寄付、地産地消、企業からの寄
贈がある。また、場所は自宅や市営住宅の一室、公民館などの公共施設などが挙げられる。
つづいて、運営方法である。実施回数に関しては、ほぼ毎日の実施から、一週間に 2～3回、
あるいは月に 1回などの頻度が見られる。時間帯も夕食を中心に朝食、昼食などのパターンも
ある。調理方法は、專門スタッフが関わっているが、基本的には誰でも可能である。子ども食
堂への参加方法に関しては、自由参加から事前登録制まで様々である。料金について、子ども
は基本的に無料のところが多いが、手伝えば無料になる仕組みを持っているところや、100円
程度の少額を実費として徴収する食堂も少なくない。
また単に子どもに食事を提供するだけではなく、様々な機能を持った子ども食堂も登場して
いる。それは個別課題対応型、ケア付き食堂と呼ばれ、食事だけではなく、レクリエーショ
ン、学習支援、虐待等からの保護（宿泊）などの施策が提供される。また、それぞれが個別課
題にも取り組んでおり、貧困・さまざまな障害・性的マイノリティー・外国籍・母子・父子家
庭・などの個別具体的な問題に対応している。
さらに柏木氏は、経済資本の困窮に加えて、文化資本（生活習慣・行動様式・教育方針な
ど）や社会関係資本（人と人とのつながり）の困窮が問題であるという。
また柏木氏は、学力とつながり格差について言及する。すなわち、経済資本よりも社会関係
資本（つながり）が、学力の高低に関して影響を与えやすいというデータを示しつつ、低経済
階層の子どもの学力はつながりづくりで向上するのではないか、という仮説を提示し、「子ど
ものつながり」をつくることの重要性を述べる。そのために、子どもの学力、学習意欲、自己
肯定感や健康等の向上、また多様な体験や経験の獲得、あるいはロールモデルの獲得（子ども
にとっても親にとっても）などによって貧困の連鎖の克服が期待されるという。
さらには、子ども食堂をつくることは、分断されつつある社会をつなぐ包摂型コミュニティ
をつくることに通じるという。ただし、つながりには「質」が重要であると述べる。そこには
多様性が担保されていることが重要であり、したがって、差異の尊重と複数のアイデンティテ
ィの保障も需要である。加えて、つながりを拘束しない、ゆるやかさが必要であるという。さ
らには、支援－被支援の関係の固定化＝依存性と従属性を生む垂直的なつながりではなく、対
等で寛容な関係性の構築を目指した、水平的なつながりの整備の重要性を説く。このような単
に、子どもに食事を提供するだけではなく、様々なつながりを結び合う契機となる場＝子ども
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食堂について、行政による支援基盤整備の可能性の模索の必要性訴えている。つまりそれは社
会的弱者の支援のための基盤づくりである。そのため、社会保険・介護保険のように、全体で
の保障制度は重要であると述べ、行政による柔軟な資源の提供の模索が期待されるという。
3 事例報告
3.1 「桃谷子ども食堂」
つづいて、子ども食堂運営者の四名の事例報告が行われた。まずは、大阪市で「桃谷子ども
食堂」を運営する尾関氏に発表いただいた。「桃谷子ども食堂」は 2014年 9月オープンした大
阪で最初の子ども食堂の一つであるという。休業中のレストランを借りて月に一、二度運営を
行っている。彼のスタンスは、子ども食堂はあくまでも個人のボランタリーな試みであり、そ
れは子どもの貧困や欠食、ネグレクトなどの解決を目指すものではないというものである。子
どもの貧困等の、子どもが直面する困難は、行政が対応すべきであり、子ども食堂はあくまで
も小さなコミュニティの中の小さな貢献であることが前提であるという。それをわきまえず
に、公共性を志向し始めると運営者は疲弊し、結局は長続きせずに結局は閉店することになる
という。
3.2 「いこいこ庵」
ひきつづき、尼崎市園田にある「いこいこ庵」の事例である。関西学院大学非常勤講師、大
手前大学学習支援センターチューターの尾添侑太氏にフィールド調査もかねたボランティアス
タッフとして携わる立場から報告をいただいた。尾添氏は 2017年 3月末の立ち上げから参加
されている。まず、当該子ども食堂がある地域の地理的・歴史的な文脈から報告をいただい
た。「いこいこ庵」がある「戸ノ内」という地域は阪急園田、神崎川双方から徒歩 20～25分の
地域にあり、旧猪名川、猪名川、神崎川に挟まれている三角州にある。そのため、アクセスす
るには橋を渡らなければならないなど比較的不便な地域にあることが説明された。開催場所は
戸ノ内コミュニティ会館および野土香（宅老所）であり、開催日時は毎月第 1・3金曜日の
16 : 00～19 : 00であり、食事時間は 17 : 30～18 : 00過ぎまで、子どもは無料、大人 300円を徴
収する。
運営主体は以下のようになっている。まず主催は戸ノ内子ども食堂実行委員会であり、戸ノ
内社会福祉連絡協議会、園田東社会福祉連絡協議会、民生児童委員、園田東小学校 PTA、戸
ノ内老人給食グループ、大学生ボランティアが運営協力にあたっている。来場状況であるが、
子どもたちは平均して 20～25人であり、学年は 2～5年が中心である。小学校は各学年 1クラ
スずつしかないため、学年が異なっても顔見知りである場合が多いという。現場には PTA の
副会長が毎回来ていて、学校の様子なども伺いながら対応している。また PTA や学校側が
「子ども食堂」に否定的な見方をとる場合も少なからずあるという社協のスタッフの話を紹介
していただいた。放課後の延長としての性格が強いため、「孤食」や「貧困」の理由を抱えて
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いるかどうかは不明であり、今後、引き続き調査する予定であるという。
また問題点として、食料の調達、スタッフ人数の不足、自由時間の遊び場所の不足、そして
管理空間化が挙げられていた。管理空間化とは「～してはいけない」という規範が増えすぎる
ことを指している。「学校」という場とは違うにもかかわらず、このような管理空間化は肯定
されるべきなのかという疑問を尾添氏は述べられた。それと関連してスタッフ間の「子ども食
堂」の在り方をめぐっての共有がなかなか難しいことも合わせて指摘されていた。
3.3 「ひらの子ども食堂」
つづいて、「ひらのこども食堂」の事例を広報担当で NPO 法人ところの齊藤智文氏に発表
いただいた。NPO 法人ところは、不登校・発達障がい・ひきこもりのこども・若者の居場所
づくりを行っている。具体的には不登校児等が利用することで学校が出席扱いになる「フリー
スペース」の運営を行っている。彼らの NPO は大阪市の市営住宅を活用したコミュニティビ
ジネス促進等プロポーザルに選定されたことで、市営住宅の一室を借り受けて活動している。
「ひらの子ども食堂」は大阪市平野区にあり、平野区で 2番目にできた「こども食堂」であり、
2016年 8月に開所した。喜連瓜破の就労継続支援 B 型「オレンジハウス」を借りて運営され
ていたが、2017年 1月から長吉六反の生活介護施設「オレンジピース」を借りて実施されて
いる。月に一度のオープンであり、助成金は受けずに運営しているという。
スタッフは 3名であり、ボランティアで参画している。スタッフはそれぞれ、ひきこもり支
援相談士、調理師、介護福祉士である。子どもだけではなく、大人の参加も歓迎されており、
時にはワークショップやゲーム等も織り交ぜながら運営されているという。中学 2年生が、2
歳児の靴をみて「かわいい」と発言したことや、来所してくれている大人が、孫と遊んでいる
かのように、子どもと遊んでくれることが心に残っているといい、「多世代交流」が実現でき
ているという。
3.4 「夢うららほっとステーション」
最後の報告は、大阪府八尾市の「夢うららほっとステーション」である。活動理念として
は、「子どもたちが地域の中に安心して過ごせる場所をつくる」というものであり、温かいご
飯を一緒に食べ、宿題や工作などをして時間を過ごし、たくさんの大人と接することで様々な
学びを提供したいという。つまり、食事提供、学習サポート、余暇活動が活動の三本柱となっ
ている。運営スタッフは、八尾地区 BBS 会（共催）地域のボランティア（読み聞かせ、子育
て支援）、学習支援ボランティア（大学生、高校生、元教師、塾講師）によって構成されてい
る。
開催は、毎月第 2、4水曜日の 17 : 00～19 : 30（食事提供 19 : 00まで）場所は平成 27年 8
月開館した龍華コミュニティーセンターの調理室・会議室である。対象となる学童は龍華、亀
井、永畑、安中小学校区の小学 4年生～中学 3年生（4小学校、3中学校）である。費用は、
子どもは無料だが、利用については登録制を採用している。活動資金については寄付金（個
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人、団体）と協力金（保護者は 300円／回）、助成金（平成 29年度八尾市子どもの居場所作り
事業）から構成されている。
子ども食堂を運営することで以下のようなメリットが期待できるという。まず、継続するこ
とで子どもとの関係性を築くことができる。自分の居場所が学校、家庭以外にもあることは孤
立しにくい環境を作れること、次に、地域に知った顔が増えていくことは、子どもにとっても
安心である。さらに、子どもがたくさんの大人と接することで多様な価値観を育むことができ
る。そして、龍華地区、それ以外の地域からもたくさんのボランティアスタッフが参加して大
人も繋がりが出来ることが述べられた。
4 ディスカッション
以上のような基調レクチャー、四ヶ所の事
例報告を受けてフロアからの質問を受けなが
らのディスカッションが行われた。
関西経済同友会のスタッフの方からは、企
業がどのように子ども食堂に貢献したら良い
のかについて、具体的な関わり方を問う発言
がなされた。それに対して尾関氏からは、子
ども食堂はどこも財政難なので、積極的に企
業が参画してくれることは歓迎であるという
答えが述べられた。また、二人の子どもを持つ主婦の参加者からは、子ども食堂に子どもを連
れて行きたいが、条件を満たしていないので参加できないと断られた。それはおかしいのでは
ないかという問いかけがなされた。
これに関しては、池田氏から、彼女自身の経験として子ども食堂を格安レストラン代わりに
使う親子の事例が引き合いに出され、子ども食堂の本来の目的とは異なる利用のされ方の実例
が示された。この発言を呼び水として、子ども食堂の「公共性」についての議論が活発に行わ
れた。尾関氏は、子ども食堂は公共物ではないという一貫した意見を示しつつ、子どもの貧困
や欠食を救うなら自治体が手当する以外になく、子ども食堂という動きはあくまでも個人ベー
スのボランタリーで同時多発的な運動であり、公共性を担保することを目指していないことが
強調された。
5 まとめ
子ども食堂を運営する多様な主体の立場から発言をいただきながら、議論を深めていくとい
う今回の会の試みは大体において達成できたのではないかと考える。とりわけ重要な論点は、
公と私という二項対立である。尾関氏が強調されていたように、そもそも子ども食堂は、個人
図 1 研究会当日の様子
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のボランタリーな取り組みであったはずである。それが子ども食堂というキャッチーなネーミ
ングと子どもの貧困という多くの人の琴線に触れたニュースが引き金となって「子ども食堂ブ
ーム」は加速した。そのため、個人主体の運営でありながら、それが公的な役割を担わされ、
インフラ然とした位置づけを与えられつつあることに対する違和感が、発表者には共有されて
いた。子ども食堂がボトムアップ型の問題提起として行政を動かすことが目的なら、ほぼその
目的は達成されつつある。行政は公的なインフラを使いながら、子ども食堂を整備し始めてい
る。今回の研究会を受けて、筆者が考える子ども食堂の未来は以下の三つである。
一つ目は、行政による子ども食堂の整備によってより公的な活動へと回収されていく方向。
二つ目は、行政による公的な子ども食堂の整備と、個人によるボランタリーな活動の併存状
況。
三つ目は、行政も個人も子ども食堂から撤退し、児童手当やバウチャーの配布といった施策
に回収されていく方向。
筆者は、二つ目の方向が望ましいと考え、そのような未来を楽観的に予測しているが、まだ
未来を占うだけの情報が不足しているのが現状である。この会は近いうちの第二回を予定して
いるので、子ども食堂と公共性という議論を通じた、子ども食堂未来について次回の会で議論
する予定である。
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